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公告第８１９号 

 

京都府市町村職員共済組合定款の一部を次のとおり変更したので、地方公務員等共

済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第５条第９項の規定により公告する。 

 

 令和４年１０月３日 

 

                      京都府市町村職員共済組合 

                       理事長 河 井 規 子 

 

 

京都府市町村職員共済組合定款の一部変更について 

 

京都府市町村職員共済組合定款（昭和３７年公告第１号）の一部を次のように変

更する。 

第９条第３項の表第１区の項中「相楽東部広域連合、」の次に「加茂笠置組合、淀

川・木津川水防事務組合、」を加える。 

第９条第３項の表第２区の項中「宮津与謝消防組合及び宮津与謝環境組合」を「宮

津与謝消防組合、宮津与謝環境組合及び与謝野町宮津市中学校組合」に改める。 

第３３条第１項中「一般組合員」の次に「、短期組合員」を、「長期組合員」の次 

に「、後期高齢者等短期組合員」を加え、同条第２項中「第８項」を「第１０項まで」

に改め、同条中第８項を第１０項とし、第６項及び第７項を２項ずつ繰り下げ、第５

項の次に次の１項を加える。 

７ 後期高齢者等短期組合員は、後期高齢者医療の被保険者等である短期組合員とす

る。 

第３３条第５項を次のように改める。 

６ 長期組合員は、後期高齢者医療の被保険者等（法第２条第１項第２号に規定する



後期高齢者医療の被保険者等をいう。以下同じ。）である組合員（次項に規定する

後期高齢者等短期組合員を除く。）とする。 

第３３条第４項を同条第５項とし、同条第３項中「第６項」を「第８項」に改め、 

同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 短期組合員は、法第７４条第２項各号に規定する職員である組合員とする。 

第３４条中「長期組合員」の次に「、後期高齢者等短期組合員」を加える。 

第３８条中「任意継続組合員」を「短期組合員、後期高齢者等短期組合員及び任意

継続組合員」に改める。 

第４０条第１項の表を次のように改める。 

 

別表中「相楽東部広域連合」の次に「加茂笠置組合」、「淀川・木津川水防事務組

合」を、「宮津与謝環境組合」の次に「与謝野町宮津市中学校組合」を加える。 

 

附 則 

 この変更は、令和４年１０月１日から施行する。 


